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フィンランドにおける二元的所得税体系の再分配効果
―	地方所得税に注目して	―
野　村　容　康　
１．はじめに
　本稿の目的は、Statistics	Finland（フィンランド
統計局）の所得階層別集計データを利用して、フィ
ンランドにおける二元的所得税の再分配効果を、同
税体系を構成する要素である地方所得税に注目しな
がら検証することである。
　周知のとおり、二元的所得税とは、個人の所得を
勤労所得と資本所得に切り離して、前者のみに累進
課税を適用する一種の分離課税体系であり、とりわ
け1990年代初頭にスウェーデン、ノルウェー、フィ
ンランドといった北欧三国で、従来の総合所得税に
代えて相次いで導入されたことで知られる。二元的
所得税については、その重要な制度的特徴である、
資本所得への低率比例課税により、これまで特に経
済効率性の面から高く評価されてきているものの
(Boadway(2004),	Sørensen(2005),	 馬場 (2007) な
ど )、他方で、所得分配への効果や垂直的公平性の
観点からの評価は、論者によって異なり必ずしも一
様でない１）	。
　そうしたなか、野村 (2014) は、フィンランドを
事例として、1980年代後半以降の同国における所
得税による再分配効果の変化とその要因について分
析した。その結果、二元的所得税の再分配効果は、
2000年代に入って低下傾向にあるが、必ずしもそ
れは資本所得税それ自体の効果や所得税全体の累進
性の低下に起因するものではなく、勤労所得税の引
下げを通じた所得課税水準の大幅な低下によるもの
であることが明らかとなった。
　しかしながら、以上の結果は、あくまでも国税所
得税のみの効果であり、そこには地方所得税の要因
が含まれていない。これは、そもそも税の再分配機
能を担当するのは、住民の移動が生じにくい中央
政府であるべきとする、伝統的な財政連邦主義の
考え方に基づく（Oates(1972)、Musgrave(1983）、
Musgrave	and	Musgrave(1989) など )。そこでは、
超過累進税率を備えた、国税としての個人所得税や
相続税等に、税の再分配機能が重点的に委ねられる
ことになる。
　とはいえ、勤労所得を課税対象とするフィンラ
ンドの地方所得税は、スウェーデンやノルウェー
におけるのと同様に、勤労所得税収全体の太宗を占
めており、二元所得税体系の主要な要素として機能
している。実際、フィンランドの勤労所得税全体
に占める地方所得税の比重は、1993年の62％から
2010年の75％まで上昇傾向にあり、直接税全体に
占める地方所得税の比重も同期間において50％か
ら62％へと高まっている２）	。したがって、このよ
うな勤労所得税としての地方所得税を現実の北欧型
二元的所得税体系の重要な構成要素と位置付けるな
らば、同体系の再分配効果についても地方所得税を
組み込んだ形で接近していく必要がある。
　そこで、本稿では、野村 (2014) を補完する立場
から、フィンランドの勤労所得税に地方所得税を加
えることで所得税体系全体の再分配効果を改めて推
計するとともに、その中から地方所得税の効果を抽
出することにより、現実の二元的所得税体系におい
て地方税が再分配面で果たしてきた役割について検
討することにしたい。
２．分析の枠組み
（1）使用データ
　フィンランドの所得税の再分配効果の推計にあ
たっては、Statistics	Finland	の Income	Distribution	
Survey に基づくサンプルデータからの所得階層別
集計データを利用する。また、事業所得のうちの
勤労所得と資本所得の内訳については Finnish	Tax	
Administration の税務データを用いた。
　分析の対象期間は、Statistics	Finland が公表する
データの開始年である1987年から、基本的な二元
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的所得税の体系が維持されていた 2011 年までであ
る３）	。
（2）所得概念
　本稿で分析の対象とする所得概念は、Statistics	
Finland の定義に基づき、以下のように設定する。
（Statistics	Finland の定義）	
　・要素所得＝勤労所得＋事業所得＋経常資本所得
　　（キャピタル・ゲインを除く）
　・グロス所得＝要素所得＋社会保障給付
　・ネット所得＝グロス所得－租税・社会保険料
（本分析での定義）
	・経済的総所得＝勤労所得＋事業所得＋資本所得
　（資本所得＝利子＋配当＋地代・家賃＋キャピタ
　　　　　　		ル・ゲイン＋帰属家賃＋その他）
	・受取総所得＝経済的総所得＋社会保障給付
	・国税控除後所得＝受取総所得－国税所得税
	・所得税控除後所得＝受取総所得－国税所得税－地
　　　　　　　　　　方所得税
	・可処分所得＝受取総所得－国税所得税－地方所得
　　　　　　　税－社会保険料
　すなわち、Statistics	Finland によると、家計の受
け取る所得（要素所得）にはキャピタル ･ゲインが
含まれていないが、本分析では、Statistics	Finland
による要素所得にキャピタル ･ゲインを加えたもの
をmarket	income とみなして、これを「経済的総
所得」と定義する。以下で、課税や社会保障による
所得分配の変化を見る場合には、この「経済的総所
得」を基準とした。
　次に、所得税の再分配効果については、「経済的
総所得」に社会保障給付を加算した「受取総所得」と、
これから国税の所得税を差し引いた「国税控除後所
得」、さらには「国税控除後所得」から地方所得税
を差し引いた「所得税控除後所得」との各々の比較
によって推計する。つまり、「受取総所得」の不平
等度が「所得税控除後所得」においてどの程度緩和
されたかによって所得課税全体の再分配効果を測り
ながら、同時に「所得税控除後所得」と「国税控除
後所得」とを比較することで、地方所得税の効果を
抽出しようというわけである。課税前所得を「受取
総所得」としたのは、フィンランドでは原則として
個人の社会保障給付も所得税の課税対象となるから
である。
（3）再分配効果の推計方法
①カクワニ係数
　税制の累進度を測定する尺度として、(1) 式で定
義されるカクワニ係数を用いる（Kakwani(1977)）。
（Lx	：課税前所得のローレンツ曲線、	Lt：税額の集中
度曲線、	Gx：課税前所得のジニ係数、	：Ct 税額の集
中度係数）
　カクワニ係数は、図１において、課税前所得のロー
レンツ曲線と税額の集中度曲線で囲まれる面積の 2
倍、すなわち税額の集中度係数から課税前所得のジ
ニ係数を引いた値となる。
②レイノルズ・スモレンスキー係数
　税制等の再分配効果を推定する尺度として、(2)
式で定義されるレイノルズ・スモレンスキー（RS）
係数を用いる。これは、図１において、課税前所得
の集中度曲線と課税後所得（あるいは再分配後所
得）の集中度曲線で囲まれる面積の２倍となること
から、課税前所得のジニ係数と、課税後所得（ある
いは再分配後所得）の集中度係数との差として求め
られる（Reynolds	and	Smolensky(1977)）。
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　　LNx：課税後所得の集中度曲線
　　CNx：課税後所得の集中度係数
　このとき、Kakwani	(1986) で示されるように、
カクワニ係数と RS 係数との間には、(3)式の関係が
成立する。
　　g＝平均税率＝税額／課税前所得
　したがって、税制等の再分配効果を表す RS 係数
は、当該税制の課税水準と累進度（カクワニ係数）
という２つの要素によって決定されることになる。
　さらに、同じ課税標準に対して異なった複数の税
が課せられる場合（たとえば、フィンランドの所得
税のように同じ個人所得に対して国税と地方税の２
つの税制が適用される場合）、RS 係数は以下のよう
に表すことができる（Lambert(2001)）。
　　 g i	:	i 種類の税制の平均税率
　　ΠKi	:	i 種類の税制のカクワニ係数
　これにより、税制全体の再分配効果は、異なる種
類の税における、それぞれの課税レベル（g i）と累
進度（ΠKi）に分解して把握することも可能となる。
③二元的所得税の効果の要因分解
　前述のとおり、二元的所得税は、勤労所得と資本
所得を分離し、それぞれの所得に対して別個の課税
方式を適用するシステムであるため、2つの所得の
構成割合によって所得税全体の経済的効果は異なっ
てくる。そこで、Kristjansson(2010) は、各所得の
構成割合や個別所得税の再分配効果がどのように所
得税全体の再分配効果を決定しているかを把握する
手法として、以下の推計モデルを提案した。
　まず課税前所得のジニ係数ならびに課税後所得の
集中度係数は、各所得要素の集中度係数の加重和と
して表される。
　　Gx ＝αL CL ＋αK	CK	 	 	 (5)
　　CNx ＝α
N
L C
N
L ＋α
N
K	C
N
K	 	 	 (6)
　	CL：課税前勤労所得の集中度係数
　	CK	：課税前資本所得の集中度係数
　	CNL：課税後勤労所得の集中度係数
　	CNK：課税後資本所得の集中度係数
　αL＝勤労所得／課税前所得
　αK＝資本所得／課税前所得
　次に、これら(5)式と (6) 式を、(2)式に代入し、
整理することで (7) 式を得る。
(7)
　ここで、	αNL ＝αL ＋ L、	α
N
K ＝αK ＋ K となるよう
な L、 K（ L ＋ K ＝ 0）を置くと、(7) 式は以下の
ようになる。
(8)
　または
(9)
　さらに、(9) 式に (3) 式をあてはめれば、以下の
ようになる。
(10)
　 g L ＝勤労所得税の平均実効税率（勤労所得税額
　　　　／勤労所得）
　 g K ＝資本所得税の平均実効税率（資本所得税額
　　　　／資本所得）
　(10)式から、二元的所得税全体の再分配効果は、
①国税と地方税を含む勤労所得税による直接効果、
②国税としての資本所得税による直接効果、③勤労
所得と資本所得の分布の相対的関係による間接効
果、の３つの要因に分解することができる。併せて、
①の国税と地方税を含む勤労所得税の効果は、(4)
式により、国税と地方税それぞれの課税レベルと累
進度に分けて把握することができる。
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３．推計結果
（1）所得課税による再分配効果の推移
　　（1987～2011年）
①所得指標の集中度係数
　図２は、先に定義した５つの所得指標（経済的総
所得、受取総所得、国税控除後所得、所得税控除後
所得、可処分所得）のジニ係数（集中度係数）を推
計した結果を示している。　
　市場所得に相当する経済的総所得の係数につい
ては、1990年代前半に目立って上昇しているが、
1997年に0.4を超えた後は上昇と下降を繰り返しな
がら0.40～0.43程度で推移している。再分配後所
得である他の４つの所得指標についても、おおよそ
同様なトレンドに従いながら、全期間を通して上昇
傾向で推移している。
②社会保障給付と所得課税等による再分配効果
　これら５つの所得指標に関するジニ係数（集中
度係数）間の差（RS 係数）を求めることによって、
各財政手段を通じた再分配効果の規模を把握するこ
とができる。図３は、経済的総所得と可処分所得と
の差である財政全体の RS 係数を、社会保障給付、
国税所得、地方所得税、社会保険料の効果に分けて
示したものである。
　図３から、①1990年代前半に所得格差が拡大し
た局面においては、財政の再分配機能が併せて高
まっていること、②その際、各財政手段の中では社
会保障給付の効果の増大によって格差の是正が図ら
れたこと、③1994年をピークに財政の再分配機能
は低下傾向にあるが、これもまた社会保障による効
果の弱化によってもたらされていること、などが見
て取れる。
　これら全体の再分配効果の中では、分析の対象期
間において社会保障給付が62～77％の比重を占め
ており、過半の所得再分配が歳出面から実現されて
いる。これに対して、歳入面の効果は38～23％で
あり、全期間を通じて国税所得税、地方所得税、社
会保険料の順で効果が大きくなっている。たとえば、
2011年では、それぞれ12％、8％、5％の構成比で
あった。
③所得課税による再分配効果
　図４は、図３の数値をもとに (4) 式を推計するこ
とにより、国税と地方税を合わせた個人所得税全体
の再分配効果（RS 係数）をその累進度（カクワニ
係数）と平均税率とともに示したものである。これ
によると、対象期間を通じて、所得税の再分配効果
が低下傾向にあるなかで、その累進度はあまり変化
していない一方で、平均税率が顕著に落ち込んでき
ている。
 6 
ᣇ⒢ࠍ฽߻ൕഭᚲᓧ⒢ߩലᨐߪޔ(4)ᑼߦࠃࠅޔ࿖⒢ߣ࿾ᣇ⒢ߘࠇߙࠇߩ⺖⒢࡟ࡌ࡞ߣ⚥ㅴ
ᐲߦಽߌߡᛠីߔࠆߎߣ߇ߢ߈ࠆޕ
㧟㧚ផ⸘⚿ᨐ
(1)ᚲᓧ⺖⒢ߦࠃࠆౣಽ㈩ലᨐߩផ⒖㧔1987㨪2011 ᐕ㧕
Ԙᚲᓧᜰᮡߩ㓸ਛᐲଥᢙ
 ࿑ 2 ߪޔవߦቯ⟵ߒߚ 5 ߟߩᚲᓧᜰᮡ㧔⚻ᷣ⊛✚ᚲᓧޔฃข✚ᚲᓧޔ࿖⒢ប㒰ᓟᚲᓧޔ
ᚲᓧ⒢ប㒰ᓟᚲᓧޔนಣಽᚲᓧ㧕ߩࠫ࠾ଥᢙ㧔㓸ਛᐲଥᢙ㧕ࠍផ⸘ߒߚ⚿ᨐࠍ␜ߒߡ޿ࠆޕ 
Ꮢ႐ᚲᓧߦ⋧ᒰߔࠆ⚻ᷣ⊛✚ᚲᓧߩଥᢙߦߟ޿ߡߪޔ1990 ᐕઍ೨ඨߦ⋡┙ߞߡ਄᣹ߒߡ
޿ࠆ߇ޔ1997 ᐕߦ 0.4 ࠍ⿥߃ߚᓟߪ਄᣹ߣਅ㒠ࠍ➅ࠅ㄰ߒߥ߇ࠄ 0.40㨪0.43 ⒟ᐲߢផ⒖ߒ
ߡ޿ࠆޕౣಽ㈩ᓟᚲᓧߢ޽ࠆઁߩ 4 ߟߩᚲᓧᜰᮡߦߟ޿ߡ߽ޔ߅߅ࠃߘห᭽ߥ࠻࡟ࡦ࠼ߦ
ᓥ޿ߥ߇ࠄޔోᦼ㑆ࠍㅢߒߡ਄᣹௑ะߢផ⒖ߒߡ޿ࠆޕ
࿑ 2㧚ฦᚲᓧᜰᮡߩ㓸ਛᐲଥᢙߩផ⒖
㪇㪅㪉㪇
㪇㪅㪉㪌
㪇㪅㪊㪇
㪇㪅㪊㪌
㪇㪅㪋㪇
㪇㪅㪋㪌
㪈㪐
㪏㪎
㪈㪐
㪏㪐
㪈㪐
㪐㪈
㪈㪐
㪐㪊
㪈㪐
㪐㪌
㪈㪐
㪐㪎
㪈㪐
㪐㪐
㪉㪇
㪇㪈
㪉㪇
㪇㪊
㪉㪇
㪇㪌
㪉㪇
㪇㪎
㪉㪇
㪇㪐
㪉㪇
㪈㪈
㪞㪼
㪞㪹
㪞㫇㫅㫋
㪞㫇㫋㫋
㪞㫇㫋㪺
(ᵈ) Ge㧦⚻ᷣ⊛✚ᚲᓧޔGb㧦ฃข✚ᚲᓧޔGpnt㧦࿖⒢ប㒰ᓟᚲᓧޔGptt㧦ᚲᓧ⒢ប㒰ᓟᚲᓧޔGptc㧦น
ಣಽᚲᓧޕ
ԙ␠ળ଻㓚⛎ઃߣᚲᓧ⺖⒢╬ߦࠃࠆౣಽ㈩ലᨐ
 ߎࠇࠄ 5 ߟߩᚲᓧᜰᮡߦ㑐ߔࠆࠫ࠾ଥᢙ㧔㓸ਛᐲଥᢙ㧕㑆ߩᏅ㧔RS ଥᢙ㧕ࠍ᳞߼ࠆߎߣ
ߦࠃߞߡޔฦ⽷᡽ᚻᲑࠍㅢߓߚౣಽ㈩ലᨐߩⷙᮨࠍᛠីߔࠆߎߣ߇ߢ߈ࠆޕ࿑ 3 ߪޔ⚻ᷣ
⊛✚ᚲᓧߣนಣಽᚲᓧߣߩᏅߢ޽ࠆ⽷᡽ో૕ߩ RS ଥᢙࠍޔ␠ળ଻㓚⛎ઃޔ࿖⒢ᚲᓧޔ࿾ᣇ
ᚲᓧ⒢ޔ␠ળ଻㒾ᢱߩലᨐߦಽߌߡ␜ߒߚ߽ߩߢ޽ࠆޕ
－ 87 －
　再分配効果の低下は、二元的所得税が導入される
1993年以前から生じているが、90年代後半以降に
おいても引き続き下降トレンドを辿っている。こう
した結果は、国税所得税のみの効果を推定した野村
(2004) と基本的には変わらない４）	。
	
④国税所得税と地方所得税
　以上の所得課税の再分配効果を国税と地方税に分
けて、同様の分解を行った結果が表１である。まず
所得税の再分配効果への国と地方の寄与度を見よ
う。国税では1987年の 0.034 から2011年の 0.019
まで、この間一貫して低下傾向にあるのに対して、
地方税については、同じ最初と最後の年でともに
0.008と、途中に多少の変動があるものの、比較的
安定的に推移している。国税の累進度と平均税率を
見ると、前者がとりわけ2000年代に入ってから上
昇している反面、後者は同じ期間に大きく低下して
いる。
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表1．国税所得税と地方所得税の再分配効果
RS 係数
国　　　税 地　方　税
カクワニ 平均税率 寄与度 寄与率 カクワニ 平均税率 寄与度 寄与率
1987
1988
1989
1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999
2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009
2010
2011
0.042
0.043
0.043
0.040
0.038
0.036
0.034
0.034
0.033
0.034
0.032
0.031
0.030
0.026
0.030
0.030
0.027
0.025
0.028
0.029
0.025
0.029
0.028
0.027
0.028
0.242
0.236
0.231
0.235
0.250
0.244
0.256
0.258
0.249
0.243
0.250
0.242
0.243
0.226
0.251
0.257
0.252
0.237
0.261
0.287
0.291
0.309
0.345
0.339
0.341
0.106
0.114
0.110
0.101
0.087
0.086
0.077
0.078
0.081
0.086
0.081
0.082
0.081
0.082
0.077
0.075
0.070
0.069
0.072
0.067
0.061
0.060
0.049
0.046
0.047
0.034
0.035
0.033
0.030
0.027
0.027
0.024
0.025
0.025
0.026
0.025
0.025
0.025
0.023
0.024
0.024
0.022
0.020
0.023
0.023
0.022
0.024
0.020
0.019
0.019
0.801
0.815
0.781
0.767
0.729
0.736
0.717
0.754
0.767
0.775
0.796
0.807
0.821
0.869
0.811
0.802
0.796
0.811
0.827
0.813
0.855
0.822
0.718
0.686
0.695
0.051
0.048
0.057
0.058
0.066
0.061
0.065
0.053
0.049
0.048
0.043
0.039
0.036
0.024
0.037
0.039
0.038
0.032
0.034
0.037
0.025
0.033
0.055
0.060
0.058
0.125
0.126
0.125
0.124
0.122
0.124
0.119
0.124
0.125
0.125
0.121
0.121
0.119
0.117
0.121
0.121
0.120
0.118
0.117
0.118
0.119
0.123
0.121
0.120
0.121
0.008
0.008
0.009
0.009
0.010
0.010
0.010
0.008
0.008
0.008
0.007
0.006
0.005
0.003
0.006
0.006
0.006
0.005
0.005
0.005
0.004
0.005
0.008
0.009
0.008
0.199
0.185
0.219
0.233
0.271
0.264
0.283
0.246
0.233
0.225
0.204
0.193
0.179
0.131
0.189
0.198
0.204
0.189
0.173
0.187
0.145
0.178
0.282
0.314
0.305
　これらにより、全体としての所得課税の再分配効
果の後退は、もっぱら国税の課税レベルの低下に起
因することが推定される。その結果、再分配効果へ
の国税の寄与率は、この四半世紀の間に、８割から
７割まで低下する一方で、地方税のそれは２割から
３割へ高まることになった。ただし、こうした再分
配効果の国から地方へのシフトの過半は、二元的所
得税が導入される直前の1990年前後に生じている。
こうした変化は、この時期における国税と地方税の
平均税率の動きから、ほぼ国税の減税によるもので
あったことがわかる。
（2）二元的所得税の再分配効果（1993～2011年）
	①地方税を含む二元的所得税の効果
　では、1993年に導入された二元的所得税体系の
下で、勤労所得税と資本所得税は所得課税の再分配
機能に、どのような効果を及ぼしたのだろうか。表
２は、野村 (2014) より、国税のみの二元的所得税
の再分配効果（３年ごと）を抜粋したものである。
これらと対比するために、表３および図５は、先の
(10) 式を、地方所得税を含めて推計した結果を示
している（表は３年ごと、図は全期間）。いずれのケー
スでも資本所得税の効果が同じとなっているが、こ
れは、先述のとおり地方所得税が勤労所得のみを課
税対象としているからである。
－ 89 －
表2．二元的所得税の再分配効果（国税のみ）
1993 1996 1999 2002 2005 2008 2011
再分配効果 0.0213	 0.0228	 0.0213	 0.0209	 0.0203	 0.0197	 0.0167	
　直接効果 0.0214	 0.0228	 0.0210	 0.0206	 0.0200	 0.0190	 0.0162	
　　勤労所得税 0.0196	 0.0198	 0.0155	 0.0157	 0.0163	 0.0156	 0.0126	
　　　累進度 0.2533	 0.2362	 0.2194	 0.2385	 0.2549	 0.3115	 0.3489	
　　　平均実効税率 0.0851	 0.0935	 0.0821	 0.0757	 0.0752	 0.0578	 0.0426	
　　　所得シェア 0.9084	 0.8981	 0.8596	 0.8676	 0.8515	 0.8671	 0.8505	
　　資本所得税 0.0018	 0.0030	 0.0056	 0.0049	 0.0037	 0.0034	 0.0035	
　　　累進度 0.2938	 0.2970	 0.3171	 0.3124	 0.2763	 0.2451	 0.2687	
　　　平均実効税率 0.0666	 0.0981	 0.1250	 0.1195	 0.0909	 0.1051	 0.0876	
　　　所得シェア 0.0916	 0.1019	 0.1404	 0.1324	 0.1485	 0.1329	 0.1495
　間接効果 0.0000	 0.0000	 －0.0003	 －0.0003	 －0.0002	 －0.0007	 －0.0006	
　　勤労所得要因 －0.0003	 0.0001	 0.0012	 0.0012	 0.0005	 0.0014	 0.0015	
　　資本所得要因 0.0004	 －0.0001	 －0.0015	 －0.0015	 －0.0007	 －0.0020	 －0.0020	
　（出所）野村 (2014),	86頁。
表 3．二元的所得税の再分配効果（地方税を含む）
1993 1996 1999 2002 2005 2008 2011
再分配効果 0.0342	 0.0341	 0.0298	 0.0300	 0.0280	 0.0276	 0.0276	
　直接効果 0.0349	 0.0351	 0.0310	 0.0311	 0.0305	 0.0297	 0.0295	
　　勤労所得税 0.0331	 0.0321	 0.0255	 0.0262	 0.0267	 0.0263	 0.0260	
　　　累進度 0.1372	 0.1230	 0.1090	 0.1135	 0.1202	 0.1240	 0.1363	
　　　平均実効税率 0.2652	 0.2906	 0.2718	 0.2658	 0.2610	 0.2443	 0.2240	
　　　所得シェア 0.9084	 0.8981	 0.8596	 0.8676	 0.8515	 0.8671	 0.8505	
　　資本所得税 0.0018	 0.0030	 0.0056	 0.0049	 0.0037	 0.0034	 0.0035	
　　　累進度 0.2938	 0.2970	 0.3171	 0.3124	 0.2763	 0.2451	 0.2687	
　　　平均実効税率 0.0666	 0.0981	 0.1250	 0.1195	 0.0909	 0.1051	 0.0876	
　　　所得シェア 0.0916	 0.1019	 0.1404	 0.1324	 0.1485	 0.1329	 0.1495	
　間接効果 0.0007	 0.0009	 0.0012	 0.0011	 0.0024	 0.0021	 0.0019	
　　勤労所得要因 －0.0035	 －0.0038	 －0.0040	 －0.0038	 －0.0050	 －0.0038	 －0.0041	
　　資本所得要因 0.0042	 0.0047	 0.0052	 0.0049	 0.0074	 0.0059	 0.0060	
　　　図５　二元的所得税の再分配効果（地方税を含む）
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　たとえば2008年においては、図６に示されるよ
うに、国の資本所得税は28％であるのに対して、
勤労所得に対しては、各自治体で16～21％（平均
で18.5％）の地方所得税が課されるとともに、国
税として8.5～31.5％の４段階の累進税率が適用さ
れる。このため、勤労所得については、国税と地方
税を合わせると最低18.5～最高50.0％の５段階の
累進税率が適用されることになる。以上のような国
の勤労所得税と資本所得税、ならびに地方所得税の
税率構造の推移をすべての期間について示したのが
表４である。
　国税の勤労所得税については、1993年以降、全
般的な税率水準が低下するなかで、とりわけ比較
的低所得層における税率構造のフラット化を通じて
減税が実施されてきたことが窺える。逆に、地方所
得税については、全期間を通じて平均的な税率水
準が上昇傾向にある。他方、資本所得税の税率は、
1996年以降、28～29％と安定している。
　　　　　図６．フィンランド二元的所得税体系のイメージ
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表４．フィンランド二元的所得税の税率構造
勤労所得税の税率構造 (％ ) 地方所得税率（％） 資本所得税率(％ )
1993 7	 17	 21	 27	 33	 39	 17.2	 25	
1994 〃 〃 〃 〃 〃 39	 17.5	 〃
1995 〃 〃 〃 〃 〃 39	 17.5	 〃
1996 〃 〃 〃 〃 〃 39	 17.5	 28	
1997 6 16	 20	 26	 32	 38	 17.4	 〃
1998 〃 〃 〃 〃 〃 38	 17.5	 〃
1999 		5.5	 15.5	 19.5	 25.5	 31.5	 38	 17.6	 〃
2000 5 15	 19	 25	 31	 38	 17.7	 29	
2001 14 18	 24	 30	 37	 17.7	 〃
2002 13 17	 23	 29	 36	 17.8	 〃
2003 12 16	 22	 28	 35	 18.0	 〃
2004 11 15	 21	 27	 34	 18.1	 〃
2005 10.5	 15	 20.5 26.5 33.5 18.3	 28	
2006 9.0	 14	 19.5 25 32.5 18.4	 〃
2007 9 19.5 24	 32	 18.5	 〃
2008 8.5	 19.0	 23.5 31.5 18.5	 〃
2009 7	 18.0	 22	 30.5	 18.6	 〃
2010 6.5	 17.5 21.5 30	 19.0	 〃
2011 〃 〃 〃 〃 19.2	 〃
（出所）IBED,	European Taxhandbook	各年版および $ssociation oI )innisK LocaO anG 5eJionaO $XtKorities，Finnish
　　　  Local Government	より作成。
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　ここで、改めて表２と表３を比較すると、地方税
を含めた所得課税の再分配効果は、国税のみの場合
よりも６～７割程度高い数値を示しており、この点
からも地方所得税が二元的所得税の再分配機能に一
定の貢献を果たしていることが確認できる。
　地方税を含む勤労所得税についても、国税のみ
の勤労所得税と同様にその再分配効果を低下させ
ているが、その対象期間における減少率は、前者の
21％に対して、後者は36％であった。国の勤労所
得税による再分配効果の低下を、地方所得税がある
程度下支えした状況が窺える５）	。
　資本所得税の効果については、野村 (2014) で指
摘したとおり、93年から2000年代前半までは寄与
度が上昇しており、必ずしも資本所得税それ自体が
直接的に全体の再分配効果を引き下げたということ
はできない。むしろ96年に従来の25％から28％に
税率が引き上げられた局面など、資本所得税が、勤
労所得税の効果の低下を一部補うように、その寄与
度を高めたケースも認められる６）	。
　とはいえ、二元的所得税全体の再分配効果の大部
分（全体を通じて85～95％程度）は、勤労所得税
によって達成されており、資本所得税の効果は相対
的に僅かを占めるに過ぎない７）	。このような勤労
所得税中心の再分配構造の特徴は、勤労所得税に地
方税を含めることによって、いっそう際立つ結果と
なった。
　
②国の勤労所得税と地方所得税
　最後に、本稿の関心事である地方所得税が、国と
地方における再分配機能の役割分担という点から、
国税の勤労所得税とどのような関係にあったのかを
(4) 式の推計結果から確認しておこう（表 5および
図 7）８）	。
　第１に、地方所得税の再分配効果（寄与度）は対
象期間を通じて僅かながら上昇しており、勤労所得
税全体の効果に対する寄与率は90年代半ばの27％
から2011年の43％まで伸張している。
　地方所得税の効果が増大した要因について見る
と、平均税率が90年代半ば以降緩やかに上昇する
とともに、累進度については、とりわけ2000年代
に入ってから一定程度の高まりを示している。
　第２に、国の勤労所得税については、当該対象期
間において、平均税率がほぼ 1/2 に落ち込んだこ
とで、その再分配効果を大きく後退させた。ただし、
2000年代以降についていえば、その累進度は相当
程度高まっている（カクワニ係数が2000年の0.2か
ら2011年の0.35まで上昇）。
表５．国の勤労所得税と地方所得税の再分配効果
RS 係数
国の勤労所得税 地 方 所 得 税
累進度 平均税率 寄与度 寄与率 累進度 平均税率 寄与度 寄与率
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999
2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009
2010
2011
0.036
0.034
0.035
0.036
0.033
0.032
0.030
0.027
0.030
0.030
0.029
0.027
0.031
0.031
0.027
0.030
0.032
0.030
0.031
0.253
0.250
0.245
0.236
0.238
0.230
0.219
0.200
0.235
0.238
0.235
0.218
0.255
0.278
0.283
0.312
0.355
0.345
0.349
0.078
0.078
0.081
0.085
0.078
0.079
0.076
0.075
0.072
0.070
0.065
0.063
0.070
0.062
0.053
0.055
0.046
0.041
0.041
0.025
0.025
0.025
0.026
0.024
0.023
0.021
0.019
0.021
0.021
0.019
0.017
0.022
0.021
0.019
0.021
0.020
0.017
0.017
0.691
0.729
0.728
0.729
0.721
0.720
0.714
0.697
0.703
0.704
0.663
0.639
0.716
0.691
0.679
0.700
0.631
0.576
0.571
0.068
0.053
0.054
0.054
0.052
0.051
0.048
0.047
0.051
0.051
0.056
0.056
0.052
0.055
0.050
0.052
0.069
0.074
0.075
0.131
0.137
0.138
0.140
0.137
0.139
0.138
0.139
0.139
0.140
0.140
0.138
0.137
0.138
0.141
0.142
0.140
0.141
0.142
0.011
0.009
0.010
0.010
0.009
0.009
0.008
0.008
0.009
0.009
0.010
0.010
0.009
0.010
0.009
0.009
0.012
0.013
0.013
0.309
0.271
0.272
0.271
0.279
0.280
0.286
0.303
0.297
0.296
0.337
0.361
0.284
0.309
0.321
0.300
0.369
0.424
0.429
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　これは、表４に見たように、2000年代の相次ぐ
減税が、比較的低所得層における税率構造の刻みの
削減と全般的な税率水準の引下げによって負担を高
所得層に集中させる形で実施されたからである。だ
が、累進度上昇によるプラスの効果を、税率引下げ
によるマイナスの効果がはるかに上回ったことで、
国税の再分配効果自体は大幅な低下を余儀なくされ
たのである。
　第 3に、こうした結果、勤労所得税全体の再分
配効果（RS 係数）は、1990年代に国税・地方税双
方において寄与度が減少することで弱まったもの
の、2001年以降においてはほとんど変化していな
い。これは、国税の再分配効果の低下をちょうど同
程度分だけ地方税による効果の上昇が相殺したから
である。
　表４に示されるように、2000年代においては各
自治体の平均的な所得税率はそれまでに比べると
大幅に引き上げられている。93年から2000年まで
の上昇率が2.9％であったのに対して、2001年から
2011年までの上昇率は8.5％であった。このことが、
地方所得税の課税水準を高め、この間における地方
税の累進度を一定程度引き上げることで、結果とし
て国税の減税によって想定される勤労所得税全体の
再分配効果の落ち込みを防ぐことになったものと考
えられる９）	。
４．むすび
　本稿では、野村 (2014) を補完する観点から、
Statistics	Finland のデータを用いて、フィンランド
における二元的所得税体系の再分配機能について、
地方所得税の効果に注目して分析を行った。これま
での分析で得られた主たる結果をまとめると以下の
とおりである。
　第１に、地方税を含めた所得課税全体の再分配効
果は、1980年代後半以降、低下傾向にあるが、こ
れはとりわけ国税の勤労所得税の課税水準の大幅な
引き下げによってもたらされることになった。
　第 2に、二元的所得税体系における勤労所得税
に地方所得税を含めることで、所得課税全体の再分
配効果は６～７割程度上昇することになり、この点
でフィンランドの地方所得税は二元的所得税の再分
配機能の面において重要な役割を担っていると評価
することができる。
　第３に、そうした二元的所得税の再分配機能は、
その大部分が勤労所得税によって実現されてきてお
り、資本所得税の寄与は相対的に小さい。それら勤
労所得税による効果のうち、その 3～4割をこれま
で地方所得税が果たしてきた。
　第４に、2000年代以降において、国の勤労所得
税に度重なる減税が実施されたにも関わらず、勤
労所得税全体の再分配効果がほとんど変化しなかっ
たのは、この間の地方税による再分配効果の上昇が
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国税の再分配効果の低下をちょうど補ったからであ
る。
　総じて、以上の結果は、フィンランドのような現
実の二元的所得税体系において、再分配機能の面で
果たしている地方所得税の政策的意義を示唆すると
同時に、中央政府による超過累進課税を過度に重視
してきた、従来の税源配分のあり方に対しても再検
討を促すものであると考えられる。
＜追記＞本研究は、平成27年度から助成を受けて
いる日本学術振興会科学研究費補助金（基盤研究
(C)：課題番号 15K03523）による研究成果の一部
である。
――――――――――――――
（注）
１）スウェーデン所得税の再分配効果に関する実
証研究としては、Björklund	et	al.	 (1995)、馬場
(2004)、Palme	(2006)、松田 (2008) などを参照。
また、ノルウェー所得税の分配面の効果に関す
る先行研究については、野村 (2004)、Lambert	
and	Thoresen(2012) を参照。
２）Statistics	Finland(2012)	The share of municipal 
tax in direct taxes has grown ,	 published:	 3	
February	 on	website	 (http://www.stat.fi/til/
tvt/2010/tvt_2010_2012-02-03_tie_001_
en.html) を参照。
３）フィンランドでは、1993年の税制改革以降、
所得税体系においては、長らく、二元的所得税
の重要な特徴である、資本所得の分離比例課税
が維持されてきたが、2012年からは資本所得に
二段階の累進課税（30％と32％）が導入される
ことになった（Finnish	Ministry	of	Finance	ウェ
ブサイトを参照）。
４）野村 (2014),	91-92頁。
５）なお、地方税を含んだケースでは、資本所得税
と勤労所得税の効果を単純に合計した値が RS 係
数とはなっていない。これは、表３に示される、
勤労所得と資本所得の分布の相対的関係に基づ
く「間接効果」がマイナスに作用しているから
である。というのも、地方税を含むケースでは、
国税のみケースとは反対に、勤労所得税の平均
税率が資本所得税のそれよりも高いので、課税
前所得比率－課税後所得比率を表した EL は、必
ずマイナス（EL ＋ EK	＝０により EK はプラス）と
なる。また、課税後所得の集中度係数については、	
CNL ＜ C
N
K	である。したがって、(10) 式の右辺第
３項の括弧内の符号は必ずプラスとなり、間接
効果はマイナスに働くことになったのである。
６）資本所得税は定率課税であるにも関わらず、そ
の累進度は、ほとんどの期間で国税の勤労所得
税よりも高くなっている。この点について、野
村 (2014) は、資本所得に含まれる帰属家賃が非
課税であり、かつ帰属家賃そのものの分布が比較
的平等であることから、この非課税措置が定額
の所得控除と同じように作用することで、その
累進課税的性格を強めた可能性を検証している。
７）ただし、この数値は間接効果の影響を考慮して
いない。同様に間接効果を除外すれば、国税の
みのケースでは、勤労所得税による効果の比重
は70～90％程度であった。
８）もちろん、表５に示される国の勤労所得税のカ
クワニ係数は、表２にある勤労所得税の累進度と
同じである。ただし、表５の平均税率がg L であ
るのに対して、表２の平均税率はg L(1 －g L) と
いう違いがある。同様に、表５の勤労所得税全
体の RS 係数と、表３にある勤労所得税の RS 係
数は基本的に同じであり、後者の係数をその所得
シェアで除したものが前者の係数に等しくなる。
９）単一国家であるフィンランドでは、2011
年時点で、中央政府の他には336の市町村
（municipalities）が存在するのみで、日本の「県」
に相当する自治体はない「地方一層制」の行政制
度を採用している。各市町村には、地方所得税
の税率設定権が保障されているが、その課税標
準の算定にあたっては、国税所得税の経費控除
が同様に適用され、人的控除も原則として国と
共通する。しかし、低所得者に限っての特別控
除など自治体独自の控除が適用されるため、地
方と国の課税標準は一般に異なっている（たと
えば、IBFD	European Tax Handbook 2010 ,	p.251
を参照）。
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